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政治的リーダーシップ
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要旨　1990 年代の都知事選挙においては、95 年に青島候補が、また 99 年には石原候補が
勝利して東京都政を担ったが、両者はともに政党から距離を置く候補の点では共通しなが
らも、青島都政は一期で退場したのに対し、石原都政は二期目を続行中である。興味深い
ことに、こうした差異の説明では、ジャーナリズムに見られる政治家のリーダーシップ論
が典型的である。しかしながら、ここでの議論では政治家個人の資質に関わるものが中心
で、分析を通じて何らかの理論的課題が提出されるという点では必ずしも十分ではない。
そこで本稿は、青島都政では挫折した政治的リーダーシップが、なぜ石原都政では達成し
得たのか、この点に一定の解答を付すべく知事と議会の関係から接近し、政治的リーダー
シップを制度的要因から考える。
はじめに
　青島知事が都政を担った 90 年代中葉では、88 年 6 月のリクルート事件や 92 年の佐川
急便事件などに端を発した「政界汚職」の解消のための「政治改革」が国政の焦点に上っ
ていた。88 年 6 月 18 日の報道から始まったリクルート事件は、自民党首脳の多数を巻き
込んだうえ、野党党首にまでその疑惑は及び、戦後の大きな政治事件のひとつに発展した。
また 92 年 7 月の参議院選挙後の中央政界は、政治スキャンダルの様相を呈していた。金
丸自民党副総裁の東京佐川急便からの 5億円収受の政治資金規正法違反や、竹下政権成立
時の暴力団との不透明な関係を背景としての皇民党事件が表面化して、政権党への不満は
一気に拡大したのである。この結果、「政治改革」を求める世論は大きくなり、93 年 6 月
には宮沢内閣不信任案の可決によって頂点に達した。
　衆議院解散を選択した宮沢内閣の総選挙後の自民党内では、「改革派」を主張する「新
党さきがけ」や、竹下派の分裂による「新生党」に加え、日本新党を加えた 3新党が日本
政治の表舞台に登場した。中でも 92 年 5 月に旗揚げされた日本新党は、7 月の参議院選
挙で有権者からの一定の支持を得ると、93 年 6 月の東京都議選では 20 人、続く 7 月の衆
議院選挙では一挙に 36 人を当選させて、他の新党とともに一定の影響力を国政に確保し
たのである。このため、自民、非自民両勢力が拮抗する中、同党と「さきがけ」はキャス
ティング・ボートを握って8月6日には、日本新党党首による細川内閣を成立させるに至る。
　しかしながら、非自民党勢力による「新党」と「既成政党」との連立からなる細川政権は、
政界再編を加速する皮肉な結果をもたらせた。佐川急便からの一億円借入問題や NTT 株
の取引といった政治資金に関する疑惑によって 94 年 4 月細川内閣は退場したのである。
さらに、「さきがけ」こそ後の村山政権に継続されるが、日本新党と新生党は、ともに公明、
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民社両党を加えた非自民勢力の新進党の結党に合流し、新党はここに消滅した。
　こうした流動化した「政界再編」と、政治腐敗に端を発した有権者の不満は、「新党」と「既
成政党」への忌避に結実し、95 年 4 月の統一地方選挙では、東京と大阪に「無党派知事」
を誕生させた。都市部におけるこうした政党離れは 90 年代末期にまで及び、99 年の都知
事選挙では自民・公明両党の支援する有力候補が敗退し、政党から距離をおいた無所属候
補の石原候補が知事選挙に勝利する。95 年の青島候補と 99 年の石原候補の勝利は、とも
に政党から距離を置いた候補の勝利という点では共通したが、青島都政は一期で退場した
のに対し、石原都政は有権者からの支持を得て二期目を続行中である。興味深いことに、
こうした差異の説明では、ジャーナリズムに見られる政治家のリーダーシップ論が典型的
である。しかしながら、ここでの議論では政治家個人の資質に関わる議論1 が中心で、分
析を通じて何らかの理論的課題が提出されるという点では必ずしも十分ではない。近年の
知事のリーダーシップ研究は、知事選挙における政党間関係の議論2 から個別の知事の事
例に焦点を合わせ、より多くの事例研究3 に関心を寄せるが、政権発足後の政策過程への
着目に関しては十分検討されていない。そこで本稿は、青島都政では挫折した政治的リー
ダーシップが、なぜ石原都政では達成し得たのか、この点に一定の解答を付すべく都政に
おける知事と議会の関係から接近し、政治的リーダーシップを制度的要因から考える。結
論を先取りすれば、両都政における政治的リーダーシップの対比で注目される点は、第一
に、青島都政が置かれた政治状況以上に、石原都政ではそれが改善されたということであ
り、第二に、こうした状況のもとで、石原都政における知事と議会の関係は青島都政以上
に円滑に推移したというものである。以下ではこれらの点について検討を加える。
１．首長と議会の問題状況
　日本の地方政府の統治形態は二元的代表制である。この制度では首長と議会を構成する
議員とが各々公選されるため、権力の分割と抑制均衡が基本的特徴である4。しかし、こ
うした教科書的理解とは異なり、現実には首長の優位が指摘されて久しい5。議会への提
案は、首長による場合が圧倒的であり、わずかな事例を除けば首長提案の大半は可決され、
しかも議会での修正は小数に留まるのである。
　こうした首長優位の背景には、地方議会のおかれた歴史や6 行政機能の拡大と、行政の
専門性複雑性7 が存在したことに加え、首長の権限が議会に比べて大きいという制度的要
因が存在する。近年、地方制度改革の行われるまで、首長の執行権は概括例示主義であっ
たのに対し、議会の議決権は制限列挙主義でしか認められていなかった。すなわち首長に
は予算案の作成や執行、決算の作成、課税・使用料や財産の取得・処分、そして公共施設
の設置などに関する条例の作成、さらに公文書の保管など、実に幅広く包括的な権限が認
められているのに対し、議会の権限は、条例の制定・改廃や予算に対する議決、決算の認
定、課税・使用料などに対する議決、契約の締結や財産の取得・処分などに対する同意な
ど、予め提示された点に限定されているのである8。
　しかし、こうした見解に対し、議会の機能を重視する議論も存在する（議会機能論）9。
政党化した大規模政府の個々の議員は、当選回数の累積を通じて、政策に関する専門的能
力を開発・発展させて専業化したため、彼らの能力は向上した。このため個々の議員の明
2
人文社会科学研究　第 14 号
示的影響力の増大は、議員を包括する議会内会派の影響力にも及び、重要問題に対する会
派間交渉や妥協の際、会派は首長の決定内容に強く介入できると主張されるのである。し
かも議決に対する「数」の影響力は、一層議会の能力を強力にしたとされる10。
　政党化した大都市政府の議会内では政党が主要なアクターのため、議会の影響力も強い
と考えられるが11、首長提案の数やその可決率を見ると、こうした見解は必ずしも妥当で
ないことが分かる。議会機能論が提出された 80 年当時の 649 市を対象にした全国市議会
議長会の調査によっても、市長の全議案提出率は 91.7％であったのに対し、議員のそれは
わずかに 8.3％でしかなかった。条例案の場合では市長の提出率が 98.8であったのに対し、
議員のそれは 1.2％でしかなく、市長の提案状況は圧倒的であったのである12。
　また、1966 年から 2000 年までの 34 年間の、予算、条例、契約、人事に対する知事提
出全議案 8,603 本に対する筆者の東京都の分析13 でも、知事の任期中の議案の可決率は極
めて高いという点が確認できる。12 年間の美濃部都政の場合では 97％、16 年間在任した
鈴木都政の場合では 99％、わずか一期ではあったが青島都政の場合でも 94％、さらに石
原都政の場合（調査期間は 99、00年度）は 99％という可決率である。
　こうした実証は、何を論拠に議会は影響力を持っていると判断するかについて、方法論
の差異もあって容易ではないことを示唆する。議会機能論の主張するように、仮に首長の
政策過程への議会の介入の程度が大きいことをもって、議会は影響力を持つと判断すると
しても、その内実は、役割分担や相互了解のもとでの可決に可能性を残しているとも考え
られるため、この判断も容易ではない14。影響力を見る場合、集合体で見るのか、あるい
は個々のアクターで見るのか、その見方によっても結果は異なるであろう15。影響力の強
さ自体は認めるとしても、それが如何なるものであったのかは必ずしもここでは明らかで
はない。大都市政府の議会が政党化すれば、これに伴って多党化も想定されるため、多党
化した議会の政党が自らの存在感を示す場合、主張の独自性によることも考えられるが、
それも議会内の「数」の前では必ずしも効果的ではない。二元的代表制の場合、首長が
議会からの同意を得るのは容易ではないからである。決定の場に登場するアクター数の増
大に伴って、諸アクターからの同意の調達には多くのエネルギーを要し、その場合政治的
リーダーシップは抑制される可能性も高くなる。この点はサルトーリも主張したところで
ある。彼は、大統領は強力な権力を帯びていても、法案を議会で通過させるとき、困難さ
が伴うことを指摘した16。この困難さは、大統領と議会の多数派の党派が一致する「統一
政府」でも容易には解消できないため、大統領と議会の多数派とが異なる党派の場合では
なおさらであるという17。大統領は自らの法案に反対する勢力を消去し、時には納得させ、
場合によってはマス・メディアを動員してでも世論の調達に臨まなければならないのであ
る18。ニュースタッドは大統領にはこうした「説得（pursuation）」の技術が不可欠である
とする19。このように、政治的リーダーシップ論では、制度的前提としての環境とそこに
おける政治家の技術が重要であることが理解できる 20。この点で青島都政の状況はどうで
あったのか、これを次に考える。
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政治的リーダーシップ（光延）
２、知事をめぐる政治環境
１、有効政党数の変容
　青島都政は既成政党を忌避する有権者に支持されて当選した、いわゆる「無党派知事」
であったことから、選挙後の議会運営では困難が予想された。二元的代表制では執行機関
と議決機関とが相互に独立し、対抗関係にあることが制度上の基本的特質であったため、
知事を支持する会派が明確に想定できない無党派知事の場合では、大統領制の分割政府に
見られるような党派的対立が継続すれば、知事提案の通過に支障を来たす可能性があった
からである。
年　度 議　会 有効政党数
青島都政 95年度 2定例会 4.9
95年参院選
3定例会 5.1
4定例会 5.3
1定例会 5.3
96年度 2定例会 5.3
3定例会 5.9
96年衆院選
4定例会 6.5
1定例会 6.4
97年度 2定例会 6.7
97年都議選
１臨時会 3.7
3定例会 3.7
4定例会 3.7
1定例会 3.7
98 年度 2定例会 3.8
98年参院選
都自民分裂
3定例会 5.6
4定例会 5.6
1定例会 5.6
表１　青島都政における定例会別有効政党数の推移21
表１によると、青島都政が始まって以降の、知事の議会対応に困難の想定される「有効政
党（effective parties）22」（会派）数は 4.9から 6.7へ、97年 7月 6日の都議選に向けて増大した。
都議選後の 97 年 7 月からでは若干減少して 3.7 にまで低下するが、98 年 7 月、参院選挙
への対応をめぐって都議会自民党が分裂して新たに自民党東京都議団が再編されると、再
び政党数は増大して 5.6にまで上昇した。この経緯を見ておこう。
　93 年 6 月 27 日の都議選で議席を得た政党は、自民党、公明党、日本新党、社会党、共
産党、民社党、ネットであった。都議選後の 94年 12月、公明党が新進党の結成に伴なっ
て、衆議院議員とその他議員とに分割されると、地方議員は「公明」に結集されたため、
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都議会でも都議会公明党は同時期「都議会公明」に再編された。また社会党都議団からは、
95年 3月には生活者ネットワークが、5月には東京市民２１が分離・独立したため同会派
の規模は縮小して、社会民主党の改称とともに 96年 2月、「社会民主党都議団」になった。
その後、同会派は、都議会新進党の離党者からなっていた都議会無所属改革連合からの離
反者なども含め、96 年 1 月には「民主・リベラル連合都議会」に再編された。また、都
議会民社党は 94年 12月の都議会新進党の結成には加わらず、都議会日本新党の一部議員
などとともに 95年 3月、「都議会東京民社」になった。
　このような会派再編の中でも特に数奇な運命を辿ったのは日本新党である。93 年の都
議選では一挙に 20 議席を獲得して都政の表舞台に登場し、94 年 12 月の新進党の結党時
には、同選挙で議席を得ていた都議会新生党などの諸勢力をも統合して都議会新進党の再
編にまで躍進したにも拘わらず、都議会新進党は 1 年後の 95 年 11 月に離党者を出すと、
あとは立て続けに 97年 1月、2月と離党者が続出し、3月には都議選の候補擁立をめぐっ
て都議会新進党と刷新クラブに分裂した。結成時 21 人にも達した議員数は 4 分の 1 にま
で減少し、97 年７月の都議選を前に事実上解体したのである。このような会派再編の動
揺は、表２の定例会別議員数の推移を見ても読みとれる。選挙時の勢力をほぼ継続できた
のはせいぜい自民、公明、共産の３会派に限られ、その他の会派は登場と退場を頻繁に繰
り返し、その繰り返しの都度分裂して議員数を減少させた。それにも拘わらず会派数だけ
は増大していくという状況であったのである。
　しかし、97 年の都議選後、これまで他の会派に比べて安定していた都議会自民党も危
機を迎えた。98 年 7 月の参議院選挙をめぐる対応から同会派は紛糾し、同月、自民党東
京が同会派から分離・独立した。このため都議選後の一時期、会派数は減少したものの、
この自民党の分裂で再び会派数は増大した。このような不安定な議会内の会派配置は、青
島都政の議会対応を容易ならしめなかった点を示唆する。青島都政発足の 95 年 4 月から
表２　青島都政における定例会別議員数の推移23
年度 議会 定数 過半数 自民 公明 新進 社会 共産 民社 ネット
青島都政 95年度 2定例会 128 65 44 25 21 13 13 6 3
95年参院選
3定例会 42 25 21 14 13 6 3 無改革
4定例会 42 25 17 14 13 6 3 4
1定例会 42 25 17 14 13 6 3 4
96年度 2定例会 42 25 17 14 13 6 3 4
3定例会 42 25 13 13 13 6 3 4
96年衆院選
4定例会 37 25 13 12 13 6 3 3 リ・民
1定例会 37 25 11 13 6 3 15 刷新
97年度 2定例会 38 25 5 13 6 3 15 6
97年都議選 127 64 無属ク 民主
１臨時会 54 24 26 6 14
3定例会 54 23 27 6 14
4定例会 54 23 27 6 14
1定例会 54 23 27 6 14
98 年度 2定例会 53 23 26 6 14
98年参院選
都自民分裂 自東京
3定例会 32 23 26 5 14 21
4定例会 32 23 26 5 14 21
1定例会 32 23 26 5 14 21
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97 年 7 月の都議選までの約 2 年間は、国政の政党間関係を反映して、「都議会与党」を任
じる都議会自民党を軸に社会党都議団が協調し、鈴木都政において知事支持を明らかにし
ていた都議会民社党もこれに加ってひとつの勢力を構成した。一方、これに対置する形で、
新進党に属した都議会新進党と都議会公明のブロックと共産党都議団などが配置された。
都合、議会内勢力は３分割されていた。しかし、こうした状況ではいずれの勢力も過半数
に達しなかったため、知事提案の可決には会派を超えた横断的投票が必要であったにも拘
わらず、青島知事は無党派を標榜していたため何れの会派も知事を支持してはいなかった
のである。
　また、97 年 7 月の都議選後から 98 年 7 月の参議院選挙までの約 1 年間では、会派数こ
そそれ以前に比べて減少して安定したが、しかし、98 年 7 月、都議会自民党が都議会自
民党と自民党東京とに分裂したため、青島知事にとって多数派を確保することはさらに困
難になった。共産党都議会、民主・リベラル都議会が反知事派で知事と対峙するなか、こ
れらの２党に都議会公明党が加わって、多数派構成は容易でなかったのみならず、後者の
３党は政党間関係も良好ではなかったため、過半数の確保はさらに困難になるという状況
になったのである。以上のような青島都政の議会内の状況に対して、石原都政では有効政
党数が集約され、しかもその多党化状況はほぼ安定して推移した。
表３　石原都政における有効政党数の推移24
年度 議会 有効政党数
石原都政 99年度 2定例会 5.5
都自民統一
3定例会 4
4定例会 4
1定例会 4.1
00年衆院選
00年度 2定例会 4.3
3定例会 4.2
4定例会 4.2
1定例会 4.2
01年度 2定例会 4.3
01年都議選
1臨時会 3.7
01年参院選
3定例会 3.7
4定例会 3.7
1定例会 3.8
02年度 2定例会 3.8
3定例会 3.8
4定例会 3.8
１定例会 3.8
　石原都政発足時の 99年 4月から自民党会派が統一した 99年 9月までの約半年間は、5.5
と有効政党数は一期中で最も高かったけれども、自民党会派が統一されると 4にまで下が
り、以降 99年 7月の都議選までの間では、若干、値は上昇するものの安定して推移した。
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都議選終了後ではさらに政党数は低下し、しかも安定した状態であった。こうして自民党
会派が統一されて以降の約 3年半の間では、自民、公明、民主、共産の 4大会派がほぼ固
定した状態で継続した。
表４　石原都政における定例会別議員数の推移25
年度 議会 定数 過半数 自民 公明 民主 共産 東自 無ク ネット
石原都政 99年度 2定例会 127 64 34 23 14 26 18 5 3
都自統一
3定例会 52 23 14 26 5 3
4定例会 52 23 14 26 5 3
1定例会 50 23 14 26 5 3
00年衆院選
00年度 2定例会 48 23 13 26 5 3
3定例会 49 23 13 26 4 3
4定例会 49 23 13 26 3 3
1定例会 49 23 13 26 3 3
01年度 2定例会 48 23 13 26 3 3
01年都議選
1臨時会 55 23 24 15 6
01年参院選
3定例会 55 23 24 15 6
4定例会 55 23 24 15 6
1定例会 55 23 24 15 6
02年度 2定例会 55 23 24 15 6
3定例会 55 23 23 15 6
4定例会 55 23 22 15 6
1定例会 55 22 22 15 6
　こうした状況を表４で見ると、青島都政と比較して石原都政では、減少した政党数を規
模の点からみてもまとめやすかったことがよく分かる。共産党都議会が石原都政に他の会
派以上により対抗的であったことを考慮すれば、自民党統一まででは過半数を得るには少
なくとも、執行機関が多数を調達するには、都議会自民党、都議会公明党、自民党東京都
議会、都議会民主党のうちの三会派の協力を取り付ける必要があった。
　しかし、自民党が統一以降では、執行機関による多数派の調達は自民党と他の１党の少
なくとも全体で 2 党の協力に変容した。この状況は 97 年 6 月の都議選後においても継続
された。当時、国政では、民主党が自民党に対抗していたため、都議会では自民党と公明
党と間でこそ政党間協力は進んだ。こうしてみると、青島都政に比べて石原都政では、議
会内の会派配置が円滑な議会対応を行える状況に変容していたという点が確認できる。で
は次ぎに審議の状況はどうであったのであろう。知事と議会の関係を「質」の面から検討
する。
２、議会内審議の変容
　青島、石原両都政は、各定例会で争点化した政策課題に如何に対処したのか、この点に
ついて確認する。具体的には、『都議会だより』を中心として、各定例会で否決、もしく
は争点化した政策課題を抽出し、その審議過程を分析する。通常、都議会の審議は 2月の
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第一定例会、6月の第二定例会、9月の第三定例会、そして 12月の第四定例会の合計 4回
の定期定例会で行なわれ、次年度の予算案は第一定例会で審議されるのが通例である。
　青島都政発足後の 95 年の第二、第三定例会の提案は基本的には前政権の継続案件を処
理するものであったため、争点化したのは 95年 12月の第四定例会であった。ここで、主
税局長は固定資産税の軽減措置を廃止する条例案を各会派への十分な事前調整もなく財務
委員会にいきなり提出したため、最大会派の都議会自民党の反発を誘引した。このため、
会期最終日の本会議は開会できず、審議は中断した。しかも同会派は他会派にも呼びかけ
て、同提案の撤回への同調を求めた。都議会公明と社会党都議団は、議会運営委員会にお
いて議事日程は既に決定しているとして同会派の主張には同調しなかったが、両会派は都
議会自民党の要求にも一定の理解を示し、知事の謝罪記者会見と引き換えに、提案の提出
を了承することを執行部と約した。これには都議会自民党も従ったため、同問題は決着す
ることになったが、こうして青島知事には「困難」がついて回ることになる。
　96 年 1 月の 96 年度の予算編成の復活折衝では、知事枠分にも拘らず 200 億円の復活財
源の配分に関連して、青島知事は各会派の要望に沿って中小企業の不況対策への融資や私
立学校への助成金を増額せざるを得なかった。また、経費削減では、福祉局が目標とした
敬老金の廃止は各会派の反対が強かったため廃止の施行期日を別途定める付帯決議の添付
で妥協せざるを得なかった。施行期日を別途定める付帯決議は事実上の廃案を意味したの
は言うまでもない。というのも同定例会には、特別区の国民健康保健料や都立学校授業料
の改正など、公的料金の引き上げが 96 年度予算案として含まれていたため、この提案を
可決させるには、主要会派の要望に沿って、福祉関連予算を増額せざるを得なかったので
ある。こうした背景があったため、同年度の予算に対する各会派の評価は、「都民福祉の
向上をめざしている」（都議会自民党）、「福祉関連を全予算の 9.8％に高めるなど工夫がな
されており、一応評価する」（都議会公明）、「高齢社会対策や震災対策などの「生活を守
る」対策の推進に計画額を上回る予算を計上」（社会民主党都議団）と好意的となった26。
このように青島知事はほぼ会派の要望とおりの予算編成を行なって都政担当の初年度を乗
り切るのである。
　ただ、97 年 7 月の都議会議員選挙を控えた 97 年第一定例会での消費税転嫁に伴う公的
料金の引上げでは問題が生じた。97年度予算の編成では、97年 4月から消費税の税率が 5％
に引き上げられるのに伴い、水道料金、工業用水道料金、下水道料金、中央卸売市場使用料、
貸切バス運賃への消費税転嫁が問題となった。都議会自民党と民社・コア東京は、予算案
と消費税転嫁案の双方に賛成し、民主・リベラル連合と新進・刷新クラブは予算案には賛成、
消費税転嫁案には反対した。これに対し都議会公明は、福祉予算の全予算に対する比率が
10％を上回ったことは評価するとしても、不景気の中で消費税の転嫁を行うことには賛成
できないと主張した。委員会段階、本会議と議決では、何れも都議会公明の反対を見込ん
でも賛成多数が一応確保される状況であったため、両提案は可決されたが、都議選を前に
しての公的料金の引き上げは容易ではなかった27。
　都議選後の 97年第四定例会では 98年度の予算案の編成に関し、福祉予算の削減が問題
になった。福祉局は、70 歳以上の高齢者へのシルバーパス支給に対する見直しを打ち出
したのである。これに対し、自民、公明、民主、無所属クラブの 4会派は 12月 18日、知
事に継続を申し入れた。4会派は「都民に負担を強いる前に、行革など都の内部努力が先決」
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であると主張したのである。このため、12 月 25 日の 98 年度予算への各会派からの要望
受け入れでは、各会派とも福祉費の充実を主張し、なかでもシルバーパス支給、老人医療
費助成、心身障害者医療費助成の継続は最重用課題であった28。このため 98 年 1 月、知
事査定を終えた最終予算案ではこれらの継続が知事によって決定された。青島知事は 1月
22 日の予算案発表記者会見において、予算編成には「百点を差し上げたい29」と自画自賛
して、自らの成果を強張したが、内実は各会派の要望通りであったのである。さらにこう
した姿勢は続く。
　同予算案の復活折衝での箇所付けでは、自民、公明、共産、民主、無所属クラブ、ネッ
ト、社民の全 7会派が私学助成金の増額を、自民、公明両会派が都単独事業の児童手当の
創設を要望した。復活折衝後、最終予算案が 2月 5日公表されたが、そこでは自民、公明
両会派の要望した児童手当が新設され、私学助成金についても 43 億円の復活予算が認め
られていたため、「ばらまき福祉」とまで批判されるほどであった。青島知事は記者会見
で記者のこうした批判をかわし、「未来永ごう続けるものではなく、国の制度が充実する
までの暫定的な措置だ」と述べたが30、会派の要望に沿った点では福祉関連予算も同様で
あった。そして、青島都政最大の難関を迎えることになる。
　99 年の知事選挙を 1 年後に控えた 98 年第一定例会の 3 月 3 日の代表質問で、予算案に
ついて、共産党以外の主な会派が「一定の評価はできる」としつつも、老人医療費助成の
対象者の見直し、使用料・手数料の引き上げ案に対し、都民負担を求めることは困難であ
るとして反対したのである31。自民、公明、民主の 3会派は、景気対策に逆行するとして、
総額 78億円の公的料金引き上げ案に難色を示し、委員会議決の段階で同提案に反対した。
98年度予算そのものには賛成しても、自民、公明、民主、共産などの主な会派は、使用料・
手数料などの公的料金の引き上げと老人医療費助成の見直し案など、予算関連条例改正案
の 65条例案のうちの 48条例案を否決した。この結果成立したのはわずかに 5条例案でし
かなかった。残る 12条例では値上げ条項を削除するなどの修正措置が取られたのである。
青島都政はじまって以来最大の「危機」であった。この結果、公的料金の引き上げは断念
せざるを得なかったが、これを契機として知事と議会の対立は深まっていくのである。
　99 年の知事選挙を 4 ヶ月後に控えた、98 年の第四定例会では、第一定例会で否決され
た条例案の再提出が執行部では構想されたが、各会派との事前調整においても中小企業や
都民の暮らしに関わる料金の引き上げには難色が示されたため、提出条例案は整理されて、
可決の見込みが立つものについてのみが提出された。都議会自民党と自民党東京の 2会派
に加えて、都議会民主党は、値上げに一定の理解を示しつつも、共産党と公明党は反対した。
これには無所属ク、ネット、社民も同調したため、12 月 11 日、自民、公明、自民東京の
主要 3会派の幹事長は会談して、7条例は可決、9条例は否決を各派幹事長会議で決定した。
全提案に賛成を表明したのは都議会民主党のみであった。12 月 14 日の総務委員会の審議
では、自民、公明、自民東京の 3会派は、協議した結果のとおり 7条令案しか賛成しなかっ
たため、全提案 16 条令案のうち、都立学校の入学料・授業料値上げや都立公園入場料金
など、公的料金の引き上げ 9条令案は否決された。
　こうして青島知事は議会の会派を主導できず、99 年 2 月初頭の 99 年第一定例会を前に
して知事選挙への出馬見送り発言を行なって、世間に衝撃を与えたのである。以上の青島
都政に対し、石原都政では異なる展開が見られた。
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　石原都政の開始時は、青島都政と同様に議会の知事に対する姿勢は必ずしも好意的では
なかった。石原知事は自民党衆議院議員であったにも拘わらず、自民党が支援した候補に
抗して知事選挙に出馬し、しかも政党から距離を置いて選挙戦を戦かった事実からである。
このため、石原都政発足後の 99 年 5 月 10 日の副知事などの選任人事の臨時都議会では、
知事提案は一部でしか認めらなかった。石原知事は出納長に佐々木政策報道室長を、副知
事に福永清掃局長と青山政策報道室理事と国会議員時代からの元秘書を提案した。出納長
と清掃局長の副知事への選任は全会一致で可決されたものの、政策報道室理事と元秘書の
については最大会派の都議会自民党が異議を唱えたため、石原知事は、政策報道室理事の
選任については都議会自民党以外の他会派からの賛成を得る形で選任に漕ぎ着け32、元秘
書についての結論は見送った。同案件は 99 年 6 月の第二定例会で再度提案されたが、こ
こでは 7月 9日の総務委員会の段階で否決された。自民党東京は賛成したものの、都議会
自民党、都議会公明党、共産党都議会、都議会民主党、無所属クラブの 5会派が反対した
のである。この結果、彼の選任人事の結論は翌 2000 年 6 月の第二定例会まで待たなけれ
ばならなかった。
　しかし、2000 年度に入って自民党東京と都議会自民党とが統一されると、こうした状
況は一変する。もともと石原都政の登場時から好意的であった自民党東京と、都議会自民
党とが統一されたことに加え、自民党東京議員の中から統一後の都議会自民党執行部が選
出されたからである。第二定例会開会前の、6 月 20 日の議員総会で都議会自民党は元秘
書の副知事への選任に自公両会派（賛成多数）で同意することを決定した。同党幹事長
は、「都政には自公の歴史がある。自民党だけ一人で前を歩くわけにはいかない33」と語り、
選任の同意には自公で当たることが望ましいとの判断を示したのである。7 月 6 日の本会
議では浜渦の副知事選任は諸派ひとりの反対を除いて賛成多数で可決された。
　また、2000 年度予算編成に向けて福祉予算の削減が焦点になった。99 年度の福祉予算
は約 5600 億円であったが、そのうちの約 6 割が都の単独事業であったため、全国水準に
比較して都の福祉予算は厚かった。このため 2000 年度にはこれらの予算を如何に削減す
るかが議会審議の焦点となった34。99 年 7 月に公表された「財政再建推進プラン」では、
5 億円以上の 138 事業が見直しの対象になった。続く、8 月には「福祉政策の新たな展
開」という見直し案が福祉局と高齢者施策推進室から公表された。そこでは現行福祉政策
の 70項目についての改善が明示されていたのである。乳幼児医療費助成、児童育成手当、
ひとり親医療費助成、シルバーパス、老人福祉手当、老人医療費助成、重度心身障害者手
当、心身障害者福祉手当、心身障害者医療費助成などである。
　ところが、11 月 4 日の厚生委員会で、共産党都議会議員は福祉局がシルバーパス、老
人医療費助成、心身障害者医療費助成、ひとり親医療費助成の見直しを検討していること
を明らかにした35。このため福祉局と高齢者施策推進室は、2000 年度予算においてこの実
態を説明したが、これに対する各会派の反発は大きく 99 年の第四定例会の開会当日の 12
月 1日には、福祉政策削減に反対する市民団体までもが議事堂前で抗議の座り込みをして、
知事と各会派に福祉見直し案の撤回を求め、要望書を提出するという事態にまで発展した
のである。
　さらに同定例会で、高齢者施策推進室は、シルバーパスの支給対象に所得制限を導入し、
年間 6000円の負担を導入することも明らかにした。しかも石原知事はこれを 12月 8日の
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第四定例会で追認した。ところが、都議会自民党と都議会公明党は、12 月 15 日、石原知
事に福祉政策への要望を提出し、さらに記者会見をしてこれに抵抗した。都議会自民党は、
①区市町村への福祉充実のため、福祉補助制度を新設すること。その財源は福祉費の見直
しで得られる財源の一部の 250 億円を充てること。②シルバーパス支給に伴う年間 6000
円の個人負担の額の軽減を図ること。③老人福祉手当と重度心身障害者手当の見直しに関
し、経過措置を設けることなどを要望した。一方、都議会公明党は、①シルバーパス支給
に伴う個人負担の軽減、②乳幼児医療費助成の対象年齢を現行の 4歳未満から 5歳未満に
引き上げることを主張した。
　2000 年度予算編成盛り込まれた福祉見直し案では、①区市町村への福祉補助制度が新
設され、シルバーパス支給に伴う個人負担額として 6000円の当初案が 1000円の事務手数
料案に変更され、また、乳幼児医療費助成では食事費の一部負担を導入する代わりに、対
象者年齢が 4歳未満から 5歳未満に拡大された。老人福祉手当と重度心身障害者手当の支
給に関する経過措置に関しても、前者の場合では 00年度から 02年度では 4分の一ずつ減
額し 03 年度から廃止すること、また後者の場合では、年度ごとに 2 万円ずつ減額するこ
とが盛り込まれたのである。つまり、自民、公明の要求はほぼ完全に取り入れられた格好
であった。しかも、興味深いことに、この福祉見直し原案は、2000 年 1 月 20 日、予算編
成の最終局面の知事査定を迎えるが、そこでは財務幹部が、「この案でないと議会は納得
しません」と知事に説明すると、石原知事はほとんど修正せず、決定したというのである。
最終的に決定されたこの知事提案は 12月 15日に自民、公明両会派が明らかにしていた記
者会見の内容そのものであった。都議会公明党議員団長は、「要求がほぼ百％が受け入れ
られた」と知事提案を評価した36。しかし石原知事は議会の要求を飲んだばかりではなかっ
た。
　こうして編成された 00 年度予算案には、大手都市銀行を対象とした外形標準課税の導
入も提案されていたからである37。当時「銀行悪玉論38」が広く世論に流通していたためか、
自公両会派はそろって 2 月 14 日、審議も開始されていない段階で、賛成することを各議
員総会で決定した。もちろん石原知事はマスメディアなどを通して広報活動にも取り組ん
だ39。この定例会には、都立学校の授業料、入学料、各施設の入場料の値上げ案も提案さ
れていたにも拘わらず、審議過程では問題にすらならなかった。取り上げたのは、唯一共
産党のみであった。
　ところで、98 年 5 月の地方自治法の改正で、特別区を基礎的な地方公共団体と位置付
けることが決定されたことに伴い、清掃事務、教育委員会事務、保健所事務は都から特別
区へ 2000 年 4 月 1 日から移ることになった。従来から都が処理してきたものを除き、市
町村が処理する事務は特別区でも処理ができることになったのである。ただしこれに伴っ
て問題も提起されることになった。財政調整交付金制度において調整財源が法定化される
ことから、総額補てん主義と納付金制度が廃止されることになったのである40。
　2000年度予算では事業移管の一時的経費として 740億円、その他の事業を入れても都は、
清掃事業移管、区長委任条項の廃止、介護保険制度に伴う措置費の削減、介護給付負担金
の増額などで 900億円を区側に移転させればよいと考えていた。しかし、大幅増率を求め
る区と、それを抑制しようとする都と間で紛糾した。1 月 7 日、都議会自民党幹事長、都
議会公明党幹事長らは、財源配分について切実な要求が区長会からきているため、都は、
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最大限配慮すべきであるとして、福永副知事にその旨を要請した。これを受けた石原知事
は 900 億円のみならず、調整率もそれまでの 44％から 52％に引き上げて対応することを
1月 11日都議会自民党に示した。都議会自民党は、52％という斡旋案を区長会に提示して、
区長会の了承を取り付けた41。現行の調整率は 76 年度以来 24 年間 44％で固定されていた
ため、98年度では約 1兆 5500億円の「調整三税」の中の 6800億円が区に交付されていた。
しかし改定されると、00 年度予算では 1 兆 5100 億円とされる財源のうちの 7880 億円が、
区側に支出されることになる。00年 1月 20日の臨時区長会では、不満だがやむを得ないと、
都の提示した調整率で合意し、00 年 2 月 10 日の都区協議会において 00 年 4 月から 52％
で調整することに合意した。ただし、議会審議では、これ以外にも、① 00 年度の都市計
画交付金と、知事留保の復活折衝予算枠（政党対応の予算 200億円）から 45億円を支出し、
さらに、② 99 年度中の一部清掃事業の前倒しで、区への移管のための経費として区ごと
に 1億円が追加された。そして③税制改正や事務配分の変更などの生じた場合には改めて
都と区が配分率を協議することを求める付帯決議もつけられて、予算案は可決されたので
ある。
　このような事例は、01 年度の予算編成に関しても見られた。都議会自民党は、復活財
源の 200億円をめぐり、区市町村に対する振興交付金の制度化、私学助成金の増額、路面
補習工事費の増額を要望した。これに対し、2月 5日の復活予算では、市町村振興交付金、
市町村調整交付金、区都市計画交付金、島嶼振興公社への助成金が決定された 42。福祉予
算は主要会派の要求どおり見積もられたため、議会審議では争点化しなかった。『都政新報』
によると、01 年 7 月には都議選が予定されていたため、議会での争点化を回避するよう
な方策が取られたのではないかと報道されている43。
　このように、両都政の対比で注目されるのは、会派の要求には低姿勢であったという点
では共通しても、青島都政では、有力会派への事前調整が不十分であったこと、都議選や
知事選挙に配慮した公的料金改定案の提出に無頓着であったことが提起されるのに対し、
石原都政では有力会派との事前調整を重視し、また受益者負担としての公的料金の引上げ
提案では、注目度の高い政策との一括提出や、選挙を意識して提出時期に配慮がなされて
計画的に提案されたということである。このため有力会派からの異議は少なかったと考え
られる。
　以上のような知事の政治的リーダーシップの制約はどのような要因から生じるのであろ
うか。この点を、ここで問題となった政党数とその規模の点から次に考える。
３．東京都議会の選挙制度
　議会内における政党配置の問題は、政党数と関連が深いが、この点で参考になるのはデュ
ヴェルジェ（Maurice Duverger）の命題である。彼は「相対多数決制は二大政党制に有利
に働き44」、有権者の機械的自動的要因と心理的要因とによる投票の結果、第三党以下の
政党が排除されて、二党制がもたらされるという議論を提出した。彼は、この命題の提出
によって、「選挙制度が政党システムに対して影響を及ぼす」ことを示したのである45。
　選挙制度は基本的には多数決制と比例代表制とがある。多数決制は通常 1人区で、最大
多数の投票者によって支持された候補者が勝利し、敗退した候補者に投票された選挙民の
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意思は代表されない仕組むである。これに対し、比例代表制は勝敗の決定には関与せず、
票の多寡の議席への反映が目的とされる。このような選挙制度の中でも 93 年までの日本
の衆議院選挙は民主主義国家では稀な両制度の間に位置する中選挙区制（単記非委譲・制
限連記投票制の特殊な例）の下で行われてきた。このためこの制度は、通常各選挙区定数
が 3 人から 5 人までの複数とされ、機能的には少数派も代表されたため「準比例代表制」
とも称されたのである46。
表５　都議会の選挙区数と定数47
選挙区の種類 選挙区数 定数
1人区 7 7
2人区 16 32
3人区 5 15
4人区 6 24
5人区 3 15
6人区 3 18
8人区 2 16
合計 42 127
　一方、東京都の場合では、選挙区数と定数配分の状況は歴史的に変遷はしたが、それは
わずかであり、大きく改正されていなかったため、選挙区定数 2人以上を中選挙区と定義
すれば、全 42 選挙区中 7 選挙区が 1 人区の小選挙区で、35 選挙区が定数 2 人から 8 人ま
での中選挙区制で都議会議員選挙は行われてきた。、現行定数 127 議席下、120 議席が中
選挙区制によって選出されているのである。このような選挙区では複数政党の登場が可能
になることが実証されているため48、都議会における複数政党の政党配置は、都議会議員
選挙の選挙制度が中選挙区制で行われてきたことに起因していると考えられる。
　さらに歴史的には 65 年の都議選以降単独多数党が存在しなかったためこれと同時に政
党数は増大した。このため、過半数の確保をめぐって議会内では多数派形成が継続されて、
執行機関が政策形成を行う場合、その決定の行方は究極的には政策提案を議決する議会内
会派の政治力学に依存したのである。執行機関の政策譲歩の極小化には、政策距離の近い
会派同士の、たとえば自民党と民社党、自民党と公明党、公明党と社会党、社会党と共産
党というように議会連合が目指された。65 年以降 90 年までの間、ほぼ 5 大政党が有権者
の政治的意思を代表した。65 年選挙まで自民党が多数を維持したが、同選挙以降一時期
を除いて、基本的には多数党不在の下で都議会の政党配置は推移した。たとえば 60 年代
後半では社会、公明、共産党がひとつの枠組みで、また 80 以降には自民、公明、民社党
の枠組みで、そして 90 年以降自民、社会、民社、公明党の枠組みで都政は運営されてき
たのである。確かに、2000 以降、固定した政党連合不在のまま議会内の政党は競合状況
にある49。しかし、議会内における決定が、過半数ルールを前提にする以上、2000 年以降
の政界再編で流動化した状況のなかでも、固定して一定の勢力を擁した自民党、公明党は
影響力を維持し続けた。知事からの政策距離と政党規模によって、特定の会派の意向が重
視されてきたということがここでは重要である。その結果として最大会派の自民党を機軸
とすれば、公明党は左右いずれの会派との連合にも可能という優位な立場になり、議席規
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模以上の影響力を都政において行使できる状況にあった。つまり、多党制下では、知事以
上に議会が影響力を持つ可能性があったのである。これは首長のリーダーシップを限定さ
せる要因となった。
おわりに
　本稿は、都政における知事と議会の関係から、知事のリーダーシップに検討を加えてき
たが、ここで得られた結論は、知事と議会の相互関係では強力な権限を有する知事でも、
その権限の行使では一定の制約があり、この制約は、知事の置かれた政治環境に依存する
ということである。この点から見ると、青島都政は、国政に連動した政界再編が都政にお
いても進行する中、政党数が増減して政治環境が不安定な時期に都政を担った。議会への
対応は、計画性に乏しく必ずしも実効的ではなかったとしても、彼のリーダーシップは制
約されていたのである。これに対し、石原都政は、都政における政界再編が安定期を向か
えていたときにあたっていたため、政治環境は安定的であった。しかも議会への対応は、
有力会派への配慮を持っても行われたため、提案をめぐって争点化する政策課題は少なく、
安定して統治できたように考えられる。
　このような知事と議会との関係は、政党システムがより安定的、特定会派が固定的、有
力会派との協調が可能であるという裏付けによって達成されたものである。知事のリー
ダーシップのひとつのあり方である。サルトーリが述べるように、二元的代表制と多党制
とのコンビネーションが、政治的不安定や、本稿の主張する知事のリーダーシップの抑
制要因になるならば、このような要因を解消することも都政の目指すひとつの方向であ
る50。サルトーリの主張する首長と議会の選挙を同時に行う同時選挙もひとつの解決策と
いえなくもないが、統治を重視するなら同時選挙を選択し、それ以上に大衆の意見への対
応を重視するなら時差選挙を選択すべきであるとも彼は付け加える51。何れを選択するか
は、正に「我々の選択」である。確かなことは、リーダーさえ選挙していればリーダーシッ
プは自ずと発揮されるものと考えるのは、「早計である」ということである。
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